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大学卒業後、大手流通業に入社。店舗担当マネジャー、加工食品バイヤー、スーパー
バイザー、新事業担当を歴任。1996年大手コンサルタント会社に入社。大阪本社の主任
経営コンサルタントとして、約１３年間コンサルテーションに従事。コンサルティング先は、
大小問わず、業績アップ、企業再生、新事業開発を専門とする。業種は食品関連、サー
ビス、レジャー施設、宿泊施設等小売、サービス業が中心。2008年奈良県の食品、惣菜
企業に常務取締役として入社。新事業担当執行役員として、飲食店、事業用弁当製造
販売、２５０円弁当店事業を立ち上げる。
2011年合同会社ＦＳソリューションパートナーズを設立。現在は業績アップコンサル
テーションを中心としながら、民間再生企業専門CRC 企業再建・継承コンサルタント協
同組合の組合員として、多数再生案件に携わっている。
中小企業診断士、奈良県中小企業診断士会理事 金融検定協会企業再生承継ターン
アラウンドマネジャー（TAM) 金融検定協会事業承継マネジャー
ホームページ http://www.fssp.jp

略 歴
佐伯 眞（さえきまこと）

合同会社ＦＳソリューションパートナーズ 代表

2



中小企業が経営危機に陥るパターン

・もともと不安定な存在
・今までのやり方では生き残れない時代が到来。経営環境の変化対応していなかった。

１．収益力の低下

（１）売上高の減少
①売上数量の減少
②得意先の減少
③販売単価（受注単価）の低下

（２）限界利益率の悪化
①販売単価（受注単価）の低下
②変動費単価（仕入単価、外注単価）
の上昇

（３）固定費の増加
①人件費の上昇
②管理経費の増加
③その他固定費の増加

２．過大な設備投資

（１）見通しのあいまいな設備投資
（２）計画性のない不動産投資
（３）非償却資産への投資

設備貧乏の会社など．．．

危機に陥る要因

Ｂ／Ｓの痛み？
Ｐ／Ｌの痛み？
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Ｂ／Ｓ（時価）
プラス（＋）

（個人資産・負債含む）

◆ 企業再建手法の選択と実行
（自主再建orＭ＆Ａ型（スポンサー型）再建）

◆ 資金繰り・資金調達 支援

◆ 債権者交渉 支援

◆ 取引先・従業員引継ぎの有無・円滑化 等

Ｐ／Ｌ（実態）
プラス（＋）

Ｐ／Ｌ（実態）

マイナス
（－）

Ｂ／Ｓ（時価）
マイナス（－）

（個人資産・負債含む）

企業再建 支援
事業継続・発展

ハッピーリタイア支援

再編・廃業 支援
経営改善・
資産承継支援

◆ 事業発展・継続支援

◆ 承継手法の選択（親族内、従業員、第三者承継）

◆ 資産承継手法の選択（相続対応）

◆ 後継者承継の円滑化(ＴＡＭ登用) 等

◆ 事業再編・廃業・撤退の手法検討

◆ 資産の流動化 在庫処分・取引先継承・

動産・不動産流動化

◆ 人事支援 従業員転職・経営者生活再建

◆ 債務整理 等

◆ 経営改善、各種リストラ

◆ モニタリング強化

◆ 所有と経営の分離（ＴＡＭ登用）

◆ 廃業の見極め

◆ 資産承継手法の選択（相続対応） 等
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経営改善計画を作成

・次のステップの方向性
・事業や財務の改善や補強

企業を棚卸
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求められる経営改善計画の項目（以下を満たす必要あり）

□ビジネスモデル俯瞰図
□グループ相関図
□B/S P/L CF等の計数計画
□要請する新しい金融支援の内容
□資金繰り実績、計画
□資産保全状況
□改善計画への具体的な施策・時期
□実施計画（アクションプラン）
□モニタリング計画（3年程度）

※策定した経営改善計画への、全金融機関同意が必須

認定支援機関による経営改善計画策定支援の現状

具体的項目
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経営者への着目 ・経営者自身のビジョン、経営理念
・後継者の有無

事業への着目 ・事業の商流
・ビジネスモデル、製品・サービスの内容、製造原価
・市場規模・シェア、競合他社との比較
・技術力、販売力の強み／弱み
・ITの能力：イノベーションを生み出せているか

関係者への着目
（企業を取り巻く環境）

・顧客リピート率、主力取引先企業の推移
・従業員定着率、勤続日数、平均給与
・取引金融機関数とその推移、金融機関との対話の状況

内部管理体制への着目 ・組織体制
・社内会議の実施状況
・経営目標の共有状況
・人事育成システム
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１．その企業の経営力をどのように判断するか？

（１）数字はどうなっているのか
本当に儲かっているのか、儲けてきたのか、過大な借入金は何のためか、
ここが先ずは出発。
経費の動きはまともか
財務デュ－デリジェンスは忍耐と体力そして実務能力

（２）小さくても絶対必要な事業戦略の見直し
事業行動の方向性をみる。ほんとうに正しいのか。時流に即しているのか。
考え方として「選択と集中」もあるかも。
しかし、「縮小均衡」戦略しかとれない企業も多い。

（３）業務、経営管理の改善でどこまで収益構造が好転するか
中小企業にとっては、きわめて重要。
これができないなら撤退を検討する。

再生からの脱出判断
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２．中小企業の再生は、収益構造の抜本的転換ができるか

（１）事業再生戦略の基本は戦略的事業変更
①事業ドメインによる選別
②組織能力を活用できる事業と活用できない事業を選別
③事業間シナジーの度合いによる選別

（２）収益構造診断の最大のポイント営業利益（ＥＢＩＴＤＡ）獲得能力を回復できるかどうか
①販売力、受注力の再構築の検討
②変動費、固定費の削減可能性の検討
③事業の再編、再構築戦略の青写真が描けるか

（３）事業再生の耐えうる組織があるか
①リーダーの資質はあるのか
②混乱期に対応できる組織編制か
③命令系統は機能しているのか

再生からの脱出判断
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（１）事業リストラクチャリング
事業リストラによりキャッシュフローがどのくらい増加するか。

・既存事業からの撤退
・新規事業への進出
・Ｍ＆Ａ（営業譲渡、会社分割、ＬＢＯ、ＭＢＯなど）

（２）財務リストラクチャリング
財務リストラクチャリングは、企業再建において必須項目。資産の圧縮・流動化がどこまで可能か。

・債権放棄
・再生ファンド
・ＤＥＳ（デット・エクイティ・スワップ）
・ＤＤＳ（デット・デット・スワップ）
・ＤＩＰファイナンス

（３）業務リストラ
コストの削減、人件費等の変動費化がどの程度可能か。
厳しい経済環境の中において売り上げ増は見込めず、コスト削減による利益率の改善が重要。

・コスト削減（３Ｋ：広告・教育・交際費など、人件費は最後の手段 ）
・ＢＰＲ（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）
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（１）経営者の姿勢・資質 （経営者が変わることができるか）
・信頼性
・時代認識
・変わろうとする強い意思

（２）企業の存立基盤 （生き残る価値があるか）
・収益を生む事業か
・収益を生む体質に変換できるか地域で必要とされる企業か

（３）経済合理性 （再生に何年かかるか）
・法的整理等との経済合理性比較
・債務超過解消
・債務償還年数
・実抜計画と合実計画

（４）利害関係者の協力 （再生に向けて協力が得られるか）
・金融機関の協力
・家族の協力
・従業員の協力
・取引先の協力
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環境変化対応できず ⇨ 経営危機要因内包 ⇨ 経営危機の兆候現る ⇨ 経営危機顕在化

【再生可能性診断の実施】
経営戦略診断
財務構造診断

【定性分析】
①経営理念
②ＳＷＯＴ分析による環境変化対応
③戦略ドメイン（事業領域）
④マーケティング戦略
⑤経営組織、ＰＤＣＡサイクル

【定量分析】
①収益構造の現状分析、再生可能性
②経営戦略確立と収益構造改善可能性
③財務健全化、スリム化課題抽出
④キャッシュフロー上の課題抽出

【経営危機に至った要因分析・経営改善課題の抽出、整理】
①経営危機に至った事実認識の共有
②事業ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ上の課題整理
③業務ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ上の課題整理
④財務ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ上の課題整理

【事業再生・企業再建可能性の判断】
①ＥＢＩＴＤＡ（支払利息、減価償却費、法人税等控除前利益）の計上が可能か
②キャッシュフローを生み出す事業が存在するか
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【ＳＴＥＰ１：緊急対応策】
①破綻回避、出血を止め延命措置を図る
②当面の縮小均衡の収益構造を策定する
③少なくも6ヵ月間の資金繰り計画を策定する

【ＳＴＥＰ２：事業再構築対策】
①事業、業務、財務のﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞの具体的展開
②事業再生目標キャッシュフロー創出計画の策定

【ＳＴＥＰ３：経営改善計画策定】
①現状と問題点の整理及び事業再構築、経営改善の基本方向
②事業再構築、経営改善の基本方針、経営目標、経営課題
③借入金返済に関する考え方と方針
④経営改善計画実行スケジュールと責任者一覧

【ＳＴＥＰ４：経営改善計画の実行…ＰＤＣＡサイクルの確立】
①月次決算の実施
②利益計画、資金計画の策定
③予算管理制度、業績管理制度の導入
④資金繰り計画・実績、対策のサイクル確立
⑤日報、週報、月報等の報告、連絡、相談システムの確立
⑥役員会、経営幹部会議等の定期的開催
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⾦融支援を受けている間に

業績改善
・３年以内の営業利益黒字化
・５年以内の債務超過解消
・１０倍以内のキャッシュフロー倍率（有利子負債）

・具体的施策・アクションプラン
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施策・アクションプランの項目出しで

⾃⼒で業績改善するしかない

・モニタリングチェックはする
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※再生実行支援のできる専門家不足
※再生実行支援のできる専門家への期待が大きくなっている

金融機関の声

・金融機関単独では経営改善計画策定は厳しいがどうしたらいいか

・多くの認定支援機関が改善計画支援に取組んでいない。成果が出ない

・再生計画支援の専門家はたくさん。でも再生実行支援を行っている専門家は？

・現場とギャップが大きすぎて将来の実現可能性の高い計画になっていない

・事業者の意見丸呑みで合意できる計画になっていない形式はカッコいいけど
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計画書ができ、債権者が応援をする

モニタリングをすると

改善が進んでいる 改善が進んでいない

改善計画、具体的支援策
（事業リストラクチャリング、財務リストラクチャリング、業務

リストラ方向性は間違っていない）

に大きな違いは無い

結果

現場が動かない現場が動く

再生実行
支援のキモ
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ルール

ビジネス

会計人型

経営コンサル型

人事面から
の視点

弁護士・司法書士等

社会保険労務士等

公認会計士・税理士等

会計面から
の視点

法律面から
の視点

法律家等

事業面から
の視点

不動産 ヒト

財務

統治基盤（組織）

人事コンサル型不動産コンサル型

不動産鑑定士等

中小企業診断士等
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主 体 基 盤 見 方（対象企業） 顕在化する欲求
触れられたくない場

所

経営者 会社体 中から外
パート機能
の使い方

弱点、会社内部

主 体 基 盤 見 方（対象企業） サポート内容
経営者が触れられた

くない場所

専門家 専門分野 外から中
担当パート機能
提案特化

見えない。憶測認知

得意であるし、求められる
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改善計画実行ストーリーの骨子
① 悪化部分の切り取り
② ムダの削除
③ 数値（効率）アップの方法

常識的な「善」意識保持者用

私は正しい

私は正しい

私は正しい私は正しい

私は正しい

私は正しい

組織崩壊
① トップと現場の信頼関係が無い
② 組織機能の破綻（体制、命令系統）
③ リーダー不在

現場が動かない企業
専門家や債権者が分かり易く
具体的に常識論を唱えても

社内に身体（体制）が
無いので動かない

専門家・外部識者

再生企業実行支援者は再生現場を動かす『スキル』を有することが必要
20
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修繕しなくなる

主体性がなくなる

社外の意⾒のみ⽿を
傾ける

思考停止

動かなくなる

昇給等が止まる

ネガティブ勢⼒が
過半数をとる

⾃分の仕事に囲み
をつける

表面だけの付き合い

⾃分を守り縮こまる

中
度

重
度

重
体

職場が汚れる

指⽰命令が末端ま
で届かなくなる

横のつながりが
なくなる

組織崩壊

命令系統がなくなる
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関係が完全に
切れている

ひがみ

陰口
悪口

噂 不正

甘え

責任
転嫁

逃げ

言い
訳
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つまり、事業再生改善に
一番必要なものは

「実行」である

実行するためには

実行する組織の有無を判断し

専門家による
実行支援

組織がある場合 組織が壊れていない場合 組織が壊れている場合

経営者主体で
モニタリングチェック

TAMによる
実行支援
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★ＴＡＭ（Turnaround Manager）とは？

• 外部人材が社内に入る形態による中小企業経営支援の手法

• 経営者となる若しくは経営者に極めて近い立場での経営関与

• 経営課題の解決までの時限的関与が原則

• 外部専門家との連携が重要

★承継Ｍgr（事業承継マネージャー）とは？

• 事業承継支援に特化し、経営安定化機能を重視

• 人材教育機能を併せ持つ
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• 立ち位置と存在意義の認識（倫理性）
→ＴＡＭ＆承継Ｍgrの立ち位置は通常の専門家業務とは異なる

• 守秘義務、忠実義務と中立性の調和（公正性）
→企業側の立場と専門家側の立場とでは義務の在り方が異なる

• 当事者全員との信頼関係の構築（人間性）
→内部外部双方との信頼関係なくして業務は成立しない

• 外部コンサルタントとの的確な連携（協調性）
→内部と外部の連携こそが最大の差別化部分である

• 利益相反行為への配慮（公平性）
→形式的な部分にも的確に配慮しておく必要がある
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組織体制作り

リーダー

編 成 構成員

指示命令

責任範囲明確化

末端まで伝達

運営円滑化

運営円滑化
意志疎通
サポート

稼働する組織が社内にあること
が絶対条件

改善計画実行ストーリーの骨子
① 悪化部分の切り取り
② ムダの削除
③ 数値（効率）アップの方法

が実行できる

どの部分が足りないのか、発
展途上なのか、分析判断し、

着手する
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ルール

ビジネス

会計人型

経営コンサル型

人事面から
の視点

弁護士・司法書士等

社会保険労務士等

公認会計士・税理士等

会計面から
の視点

法律面から
の視点

法律家等

事業面から
の視点

不動産 ヒト

財務

統治基盤（組織）

人事コンサル型不動産コンサル型

不動産鑑定士等

中小企業診断士等
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《経営コンサルと再生現場支援比較表》

経営コンサルとTAM業務は全く異なるものである

28

現場支援
経営コンサルタント

再生現場支援
TAM

F.TAM
(フルターンアラウンドマネージャー）

L.TAM
(限定ターンアラウンドマネージャー）

支援企業 やる気あり企業 再生企業 再生企業

依頼者 経営者 経営者 経営者

実依頼者 経営者 債権者 債権者

支援日数 原則月１回 月20程度 月10日程度
（但し段々日数は減少する）

支援期間 １年以上（３ヶ月タームで） ３年以内 3年以内

仕事の継続性 企業成⻑に合わせた
新テーマによる継続原則

完了させて、お返しする
（継続しない）

完了させて、お返しする
（継続しない）

クライアント内部環境 経営者及びやる気ある従業員
の期待、⾼みの⾒物

オーナー、経営者、役員、従業員
全員敵対視

オーナー、経営者、役員、従業員
全員敵対視

障害となるもの 同様な業務をしている部⻑クラス 経営者又はオーナー的存在の人物 経営者又はオーナー的存在の人物

組 織 あ り 崩 壊 崖っぷち

仕事の進め方 目的遂⾏型
（ピンポイント集中）

土台から作り直し型
（積み木を積み上げるよう）

骨組みの組み直し、補強型
（核候補あり）

入り口 成功事例をみせて、
納得してもらう

徹底したトップとの話し合いにより、
信頼関係を作る

徹底したトップとの話し合いにより、
信頼関係を作る



現場支援
経営コンサルタント

再生現場支援
TAM

F.TAM
(フルターンアラウンドマネージャー）

L.TAM
(限定ターンアラウンドマネージャー）

初回目標 売上目標達成 組織体制の⻘写真ができる 組織体制の⻘写真ができる

必要な技術 プロとしてのノウハウ 社会実績に裏打ちされた
オールマイティさと特化したノウハウ

社会実績に裏打ちされた
オールマイティさと特化したノウハウ

手 法 対症療法であり、⻄洋医学的 原因療法であり、東洋医学的 原因療法であり、東洋医学的

範 囲 部分的（専門特化） 経営⼒全て
（ビジネス、財務、法律、労務、

人間関係、コーチング）

経営⼒全て
（ビジネス、財務、法律、労務、

人間関係、コーチング）
全てが原則だが優先順位がつく

注⼒ポイント 経営者からのリクエスト 未来の人材育成
経営者教育

優先改善部分

⾒ 方 外⾒からまた第三者的
ある意味ドライ

一員としてのベッタリ感と
ドライ感の併用

一員としてのベッタリ感と
ドライ感の併用
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着任要請

知識面 感性面学習

★財務・税務関係

★事業・業務関係

★法務・相続関係

★人事・組織関係

★不動産関係

★Ｍ＆Ａ・再編関係

★経営総論・経営理念

★現場感覚の共有

★コーチングと対話

★企業診断

★事業計画

★関係者対応

着任

信頼関係構築経営改善完了

経営の返還

ＴＡＭ＆承継Ｍgrに要求される知識と感性
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ターンアラウンドマネージャー（TAM）とは

企業の重要な経営（再建・承継）課題を期間を限定して解決するために、登用（出向）される外部の経営・専門人材と
ＣＲＣでは定義しています。

財務、事業、組織面と全ての面で、企業を内部から改革することがミッションになります。

期待されることは、財務的対応だけではなく、経営戦略、経営計画、新たな評価制度を含んだ組織改革や 既存社員の
信頼獲得など、実行力を伴う経営改善・収益改善支援です。

中小企業の場合、その多くは人材不足という問題を抱えており、経営改善計画、企業承継計画を立案してもそれを実行
することが非常に難しいケースが多く見られます。
ＣＲＣではＴＡＭの養成、ならびにＴＡＭ人材登用サービスを提供して、中小企業の人材支援を実行しています。

登用先の企業に必要な人材は、経営計画を立案する第一段階で、当組合のコンサルティング（主にデューデリジェン
ス）の中で見極め、その後ＣＲＣのメンバーもしくは外部パートナーＴＡＭの登録人材から選定し、クライアントの要
望に応じた期間、役職等で、企業内にＴＡＭを登用し、主に下記の業務を執り行ないます。

ＣＲＣのＴＡＭ養成と登用への取組みについて

☆ ＣＲＣの考えるＴＡＭの役割・業務

① 経営計画書に基づく、経営計画の具体的施策立案と実行

② 経営計画書に基づく、改革の推進・対外折衝と協力

③ 財務部門・営業部門などクライアントの弱みとなる部門の強化

④ 企業承継時における経営者支援、後継者支援、組織改革

☆ ＣＲＣのTAM養成の特長

ＣＲＣのＴＡＭの登用サービスは「ＣＲＣがコンサル組織としてＴＡＭを養成、

企業登用時には協働して企業改革を実行・支援する」のが特長です。

経営改善・承継支援をＴＡＭと専門家との連携による仕組みで、サービス提

供を行っています。
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TAM人材登用の概要

人材登用先 全国の中小企業

業務委託契約

ＣＲＣではＴＡＭを養成し、登録しているＴＡＭ人材で
中小企業を全面的にサポートいたします

社長、経営幹部経験者、中小企業診断士、税理士、会計士、弁護士、司法書士等々、
数多くの実績、経験がある人材ネットワークを通して、
中小企業の経営課題をピンポイントで解決いたします

物流管理

経営者
後継者支援

営業活性化人材育成

生産管理 情報整備

財務会計
M&A

企業承継

資産管理

経営者の経営に関するお悩みは多種多様・・・・・
その重要課題を解決するには、業務に精通した人材や専門家が必要です。
しかし、常勤社員では経費がかかったり、人材採用もままなりません。

私たちＣＲＣは、業務委託契約により、各領域の専門家である会員及び経営幹部経験者が貴社の様々な経営課題を、直接解
決するサービスを提供しております。

中小企業をＣＲＣ専門家と登用ＴＡＭ人材
でトータルサポートします。

ＣＲＣの豊富な人材
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①事業再構築 企業承継のご相談打合せ

②‐定量分析
・資産、負債の分析
・事業別損益分析
・時価Ｂ/Ｓ作成 ・事業別Ｐ/Ｌ作成
・投資、財務、営業キャッシュ

フロー表の作成

②‐定性分析
・経営現況と将来性の把握
・経営者の意識と特性
・人と組織
・各種リスクマネジメント
・マーケティング 他

調査分析
（デューデリジェンス）

③調査分析による企業価値診断

④経営改善・改革のための方針決定と意志形成

⑤経営計画書の作成

企画立案

⑥財務・業務・事業の再構築の実行

⑦経営改革の推進・対外折衝と協力依頼

⑧経営改革による新たなる経営の実現

⑨新体制による安定した経営の継続・企業価値向上

経営計画の
実行支援

専門家・TAM人材登用の流れ

人
材
登
用

ＴＡＭ
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すぐ視聴できます！テキストはサイトからすぐダウンロード可能です。

事業再生支援WEB無料配信セミナー

専門家・金融機関・経営者・経営幹部ＯＢ人材 対象ＣＲＣ ＷＥＢセミナー※ よろしければご参照ください。

【事業再生スペシャリスト養成】
ターンアラウンドマネージャー養成講座
ＣＲＣの紹介案内（22分）資料付き

【専門家ＴＡＭから聴く】
事業再生支援と支援人材とは？
佐伯 眞氏講演 （50分）

【事業再生・承継の要諦】（50分）
吉野家HD 安部修仁会長講演
～新型コロナウィルス禍で考える～

視聴方法： で

主催セミナーページのＷＥＢセミナーからご視
聴下さい。 QRコードは↓

セミナー資料は
ＷＥＢページから
お申し込み下さい。

８月末日まで公開。

お問い合わせ先︓セミナー事務局
ＣＲＣ 企業再建・承継コンサルタント協同組合

☎ 0120-518-218 Mail︓crc-nfo@crc.gr.jp

ＣＲＣ主催セミナーＣＲＣ主催セミナー 検索検索
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事業再生支援WEB無料配信 セミナーテキストはサイトからすぐダウンロード可能です。

専門家・金融機関・経営者・経営幹部ＯＢ人材 対象ＣＲＣ ＷＥＢセミナー

【事業再生 現場支援】
現役ターンアラウンドマネージャー
パネルディスカッション（60分）

【現役経営者が語る】
 事業再生・承継のポイント
 パネルディスカッション（75分）

視聴方法： で

主催セミナーページのＷＥＢセミナーから
ご視聴下さい。 QRコードは↓

セミナー資料は
ＷＥＢページから
お申し込み下さい。

８月末日まで公開。

CRC 企業再建・承継コンサルタント協同組合
☎ 0120-518-218 

Mail︓crc-info@crc.gr.jp

ＣＲＣ主催セミナーＣＲＣ主催セミナー 検
索
検
索

ターンアラウンドマネージャー養成講座
受講料 192,500円（消費税込）

全てWEBで視聴可能（試験除く）です。
試験会場は仙台、東京、名古屋、大阪、
福岡、鹿児島で実施予定です。

TAM講座TAM講座 検索検索
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＜企業再建・承継コンサルタント協同組合（CRC）＞
・ 2001年11月、経済産業省の認可を得て、不良債権処理から企業再建への道筋を確立することに志を同じくする専

門家を結集して設立された全国組織の組合。

・ ＣＲＣは中小企業の経営改善型の自主再建を目指す企業のための組織です。事業再生の場合、法的整

理・再生は基本的に行わない方針です。私たちＣＲＣは事業を再生するのではなく、企業そのものを再建

することを基本にしているため、事業再生ではなく『企業再建』という言葉と理念を組合の名称に使用して

おります。

・ ＣＲＣは中小企業の事業承継を「経営者の交代」「経営の承継」「資産・財産の承継」が三位一体になって進

めたいと考えます。従前の事業承継は「資産・財産の承継」に偏ったサポートが多くみうけられます。そのた

めに私たちは事業承継という言葉ではなく、企業そのものを承継し、上記の３つの課題を解決することを目

指し、『企業承継』という理念を持って中小企業をサポートします。

・ 2013年3月21日 経営革新等支援機関に認定。全国の推進機関で認定機関業務を推進中。

認定推進局 北海道・岩手県・宮城県・山形県・群馬県・東京都・石川県・愛知県・京都府・大阪府・広島県・

香川県・福岡県・熊本県・鹿児島県

・ 平成29年2月1日法務省認証 裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）

中小企業経営再建紛争解決センター 設立 （略称：企業再建ＡＤＲ）

・ 一般社団法人 金融検定協会認定 ターンアラウンドマネージャー養成講座 ・ 事業承継マネージャー養成講座 主催
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